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琉球大学大学教育運営規則

1J成8年3月11;|
(趣旨)

第1条 琉球大学学則第18条の2の規定に基づく琉球大学における大学教育(共通教育及び専門基礎教育

(以下「共通教育等Jという。)並びに専門教育をいう。以下同じ。)の運営については、この規則の定める

ところによる。

(基本方針)

第2条 琉球大学における大学教育は、琉球大学学則第17条に規定する教育課程の編成方針に基づき、共通

教育等と専門教育との有機的連携及び4年(医学部医学科にあっては6年)一貫教育の推進並びに専門教

育に係る学部間協力の推進を図るため、琉球大学全学教育委員会(以下「全学教育委員会」という。)の下

で実施する。

2 共通教育等は、全学教育委員会が教育課程を編成し、各学部及び共同利用施設等の教員が授業を行う。

3 専門教育は、各学部が教育課程を編成し、当該学部の教員又は必要に応じ他学部及び共同利用施設等の

教員が授業を行う。

(全学教育委員会)

第3条 大学教育の基本方針、自己点検・評価及び共通教育等の教育課程の編成等、大学教育に関する重要

事項について審議・決定するため、全学教育委員会を置く。

2 全学教育委員会の組織及び運営については、別に定める。

(大学教育企画運営委員会)

第4条 全学教育委員会の下に、共通教育等の企画、調整及び実施並びに教育課程の改善等について審議す

るため、琉球大学大学教育企画運営委員会(以下「企画運営委員会Jという。)を置く。

2 企画運営委員会の組織及び運営については、別に定める。

(大学教育センター)

第5条 共通教育等の企画、調整及び実施に当たるとともに、大学教育の充実・向上のための調査研究を行

うため、学内共同利用施設として琉球大学大学教育センター(以下「センターJという。)を置く。

2 センターの組織及び運営については、別に定める。

(学部教育委員会)

第6条 学部における教育課程の編成、大学教育の自己点検・評価及び改善等について審議するとともに、

全学教育委員会等と連携し共通教育等の円滑な運営を図るため、各学部に教育委員会を置く。

2 前項及び次の各号に掲げるもののほか、教育委員会の審議事項、組織及び運営については、各学部が定

めるものとする。

(1) 教育委員会の委員は教授をもって充てる。ただし、これによることのできないやむを得ない事情があ

る場合に限り、当該委員数の半数までは助教授をもって充てることができる。

(2) 教育委員会の委員長は、原則として当該学部選出の評議員のうちから学部長が指名する者をもって充

てる。

(科目提供責任学部等)

第7条 共通教育等を円滑に行うため、琉球大学共通教育等履修規程第2条に定める授業科目区分ごとに、

別表のとおり科目提供責任学部及び総括学部等を置く。
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2 科目提供責任学部は、共通教育等の基本方針、開設授業科目等に基づき、開設授業科目の実施方法等に

ついてまとめ、担当教員の手配など授業の実施について責任を負う。

3 総括学部等は、科目提供責任学部としての任務を行うほか、当該授業科目区分に係る他の科目提供責任

学部を総括する。

4 科目提供責任学部以外の学部等は、科目提供責任学部等からの授業科目開設等の協力依頼に対して、積

極的に対応するとともに、共通教育等の在り方、希望開設授業科目とその内容等にについて意見を提出す

る。

附則

この規則は、平成8年4月1日から施行する。

附則(平成9年3月25日)

この規則は、平成9年4月1日から施行する。

附則(平成16年5月1日)

この規則は、平成16年5月1日から施行する。
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別表(第7条関係)

授業科目区分 科 日 提 供 責 任 十且-4 部 総括学部等

人文系科目 法文学部

社会系科目 法文学部

自然系科目 理学部

健康運動系科目 教育学部

総 メEZ〉 科 目 全学部 大学教育センター

琉大特色科目 全学部 大学教育センター

情報科学演習にあっては全学部
工学部・

大学教育センター

情報関係科目 ・・・ー・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ー・・・・・・・・・・・ーー・ー--ーーーー・・・・ーー・・・ーーー・ー.-・・・・---------------------------_----_-----

日本語表現法入門にあっては法文学部

外国語科目 法文学部

専門基礎科目 教育学部・理学部・医学部・工学部・農学部 理学部

日 本 言苦
法 文 ず会Lらa 部

日本事情科目
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琉球大学全学教育委員会規則

lr8年3月11;|
(趣旨)

第1条 この規則は、琉球大学大学教育運営規則第3条第2項の規定に基づき、琉球大学全学教育委員会
(以下「委員会Jという。)の組織及び運営に関し、必要な事項を定める。

(審議事項)

第2条 委員会は、次の各号に掲げる事項について審議する。

(1) 大学教育の基本方針に関すること。

(2) 大学教育の自己点検・評価に関すること。

(3) 共通教育等のおけるカリキュラム編成及び履修基準に関すること。

(4) 専門教育に係る学部間協力の推進に関すること。

(5) 共通教育等に必要な定員の管理及び教員人事の調整に関すること。

(6) 大学教育に係る諸規則(個々の学部に係る事項を除く。)に関すること。

(7) 大学教育センターの人事及び予算に関すること。

(8) その他大学教育に関する重要事項

(組織)

第3条 委員会は、次の各号に掲げる委員をもって組織する。

(1) 学長

(2) 副学長

(3) 各学部長

(4) 事務局長

(5) 附属図書館長

(6) 医学部附属病院長

(7) 専任教員を有するセンター・施設の長

(8) 大学教育センター長

(9) 大学教育センター共通教育等企画部門長及び研究開発部門長

。0) 各学部の教育委員会委員長
同学長が特に必要と認める者

2 前項第11号に規定する委員は、学長が任命する。

(任期)

第4条 前条第1項第11号に規定する委員の任期は、 1年とする。ただし、再任を妨げない。

(委員長及び副委員長)

第5条 委員会に委員長及び副委員長を置く。

2 委員長は、学長をもって充て、副委員長は、委員長があらかじめ指名する第3条第1項第2号に規定す

る委員をもって充てる。

3 委員長は、委員会を招集し、その議長となる。

4 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は欠けたときは、その職務を代行する。
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(会議)

第6条 委員会は、委員の過半数の出席がなければ会議を聞くことができない。

2 議決を要する事項については、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによ

る。

(専門委員会)

第7条 委員会は、必要があると認めたときは、専門委員会を置くことができる。

(意見の聴取)

第8条 委員会は、必要があると認めたときは、委員以外の者の出席を求め、意見を聞くことができる。

(庶務)

第9条 委員会の庶務は、学生部教務課において処理する。

(補則)

第10条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関レ立、要な事項は、委員会が別に定める。

附則

この規則は、平成8年4月1日から施行する。ただし、第2条第5号に規定する審議事項については、教

養部廃止までの問、琉球大学組織及び運営見直し検討委員会において審議するものとする。

附則(平成9年3月25日)

この規則は、平成9年4月1日から施行する。

附則(平成11年1月14日)

この規則は、平成11年1月14日から施行し、平成10年4月9日から適用する。

附則(平成12年5月1日)

この規則は、平成12年5月1日から施行し、平成12年4月1日から適用する。
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琉球大学大学教育企画運営委員会規則

lr8年3月11;|
(趣旨)

第1条 この規則は、琉球大学大学教育運営規則第4条第2項の規定に基づき、琉球大学大学教育企画運営委
員会(以下「委員会」という。)の組織及び運営に関し、必要な事項を定める。

(審議事項)

第2条 委員会は、次の各号に掲げる事項について審議する。

(1) 共通教育等の企画、調整及び実施に関すること。

(2) 共通教育等と専門教育との調整に関すること。

(3) 共通教育等の自己点検・評価に関すること。

(4) 共通教育等に係る非常勤講師計画に関すること。

(5) 教育課程の改善、シラパス及び、学生による授業評価に関すること。

(6) 学生の履修指導に関すること。

(7) 留学生等の特別教育プログラムに関すること。(他の委員会等の所掌に係る事項を除く。)

(8) 大学教育に係る研修、他大学との連携協力に関すること。

(9) 大学教育センターの管理運営に関すること。

側全学教育委員会の審議事項に係る原案作成に関すること。

ω その他大学教育に関すること。
(組織)

第3条 委員会は、次の各号に掲げる委員をもって組織する。

(1) 大学教育センター長

(2) 大学教育センター専任教員

(3) 各学部の教育委員会委員長

(4) 大学教育センター共通教育等企画部門長及び研究開発部門長

(5) 科目企画委員会委員長及び副委員長

(6) 大学教育改善等専門委員会副委員長

(7) 学生部長

(委員長及び副委員長)

第4条 委員会に委員長及び副委員長を置く。

2 委員長は、大学教育センター長をもって充て、副委員長は、委員長が指名する者をもって充てる。

3 委員長は、委員会を招集し、その議長となる。

4 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は欠けたときは、その職務を代行する。

(会議)

第5条 委員会は、委員の過半数の出席がなければ会議を開くことができない。

2 議決を要する事項については、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによ

る。

(専門委員会)

第6条 委員会は、必要があると認めたときは、専門委員会を置くことができる。
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(意見の聴取)

第7条 委員会は、必要があると認めたときは、委員以外の者の出席を求め、意見を聞くことができる。

(庶務)

第8条 委員会の庶務は、学生部教務課において処理する。

(補則)

第9条この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員会が別に定める。

附則

この規則は、平成8年4月1日から施行する。

附則(平成9年3月25日)

この規則は、平成9年4月1日から施行する。

附則(平成11年1月14日)

この規則は、平成11年1月14日から施行し、平成10年4月9日から適用する。

附則(平成11年6月22日)

この規則は、平成11年6月22日から施行する。

附則(平成12年3月31日)

この規則は、平成12年4月1日から施行する。

附則(平成16年6月17日)

この規則は、平成16年6月17日から施行し、平成16年4月1日から適用する。
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琉球大学大学教育センタ一規則

lr8年3月11;|
(趣旨)

第1条 この規則は、琉球大学大学教育運営規則第5条第2項の規定に基づき、琉球大学大学教育センター
(以下「センター」という。)の組織及び運営に関し、必要な事項を定める。

(業務)

第2条 センターにおいては、次の各号に掲げる業務を行う。

(1) 大学教育の基本方針の立案に関すること。

(2) 共通教育等のカリキュラム編成及び履修基準の立案に関すること。

(3) 共通教育等に係る予算、設備の整備等に関すること。

(4) 共通教育等の企画、調整及び実施に関すこと。

(5) 共通教育等と専門教育との調整に関すること。

(6) 共通教育等に係るシラパス、時間割等の編集に関すること。

(7) 共通教育等に係る非常勤講師計画に関すること。

(8) 共通教育等の自己点検・評価に関すること

(9) 教育課程の改善に関すること。

。0) 履修モデルの作成に関すること。
。1) 少人数教育、教授法等の教育方法の改善に関すること。
凶大学教育の自己点検・評価、シラパス及び学生による授業評価の企画に関すること。

倒留学生等の特別教育プログラムに関すること。(他の委員会等の所掌に係る事項を除く。)

凶大学教育に係る研修の実施に関すること。

同大学教育に係る他大学との連携協力に関すること

同大学教育に関する調査研究とその成果の公表に関すること。

間全学教育委員会及び大学教育企画運営委員会の審議事項に係る原案作成に関すること。

同その他大学教育に関すること。

(組織)

第3条 センターに共通教育等企画部門及び研究開発部門を置く。

2 両部門に部門長を置く。

3 部門長は、各部門の業務を総括する。

(共通教育等企画部門)

第4条 共通教育等企画部門は、共通教育等に係る授業科目の開設について総括するため、第2条第4号か

ら第8号に掲げるセンターの業務を処理する。

2 共通教育等金画部門に、共通教育等の授業科目区分に従い、科目企画委員会を置く。

3 科目企画委員会の組織及び運営については、別に定める。

(研究開発部門)

第5条研究開発部門は大学教育の改善を図るため、第2条第9号から第16号に掲げるセンターの業務を処理

する

2 研究開発部門に、大学教育改善等専門委員会を置く。
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3 大学教育改善等専門委員会の組織及び運営については、別に定める。

(職員)

第6条 センターに次の各号に掲げる職員を置く。

(1) センター長

(2) 共通教育等企画部門長

(3) 研究開発部門長

(4) 科目企画委員会委員長及び副委員長

(5) 大学教育センター専任教員

(6) その他必要な職員

2 センター長は、センターの業務を掌理する。

3 センター長、共通教育等企画部門長及び研究開発部門長は本学の教授をもって充て、その選考は、全学

教育委員会の議に基づき学長が行う。

4 センター長及び部門長の任期は、 2年とする。ただし、再任を妨げない。

(事務)

第7条 センターの事務は、学生部教務課において処理する。

(補則)

第8条 この規則に定めるもののほか、センターの運営に関し必要な事項は、学長の承認を得てセンター長

が別に定める。

附則

1 この規則は、平成8年4月1日から施行する。

2 この規則施行後、最初に任命される第6条第1項第2号及び第3号に規定する者の任期は、同条第4

項の規定にかかわらず、平成10年3月31日までとする。

附則(平成9年3月25日)

この規則は、平成9年4月1日から施行する。

附則(平成11年1月14日)

この規則は、平成11年1月14日から施行し、平成10年4月9日から適用する。

附則(平成12年7月25日)

この規則は、平成12年7月25日から施行し、平成12年4月1日から適用する。

附則

この規則は、平成16年4月1日から施行する。
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琉球大学科目企画委員会規則

iJ成8年3月11;|
(趣旨)

第l条 この規則は、琉球大学大学教育センター規則第4条第3項の規定に基づき、琉球大学科目企画委員

会(以下「委員会Jという。)の組織及び運営に関し、必要な事項を定める。

(委員会)

第2条 大学教育センター共通教育等企画部門に次の委員会を置く。

(1) 人文系科目企画委員会
(2) 社会系科目企画委員会

(3) 自然系科目企画委員会

(4) 健康運動系科目企画委員会

(5) 総合科目企画委員会

(6) 琉大特色科目企画委員会

(7) 情報関係科目企画委員会

(8) 外国語科目企画委員会

(9) 専門基礎科目企画委員会

(lω 日本語・日本事情科目企画委員会
(業務)

第3条 委員会は、次に掲げる業務を行う。

(1) 開設授業科目の名称、授業概要及び科目数等の原案作成に関すること。

(2) 開設授業科目の担当教官(非常勤講師を含む。)等についての科目提供責任学部等との調整に関する

こと。

(3) シラパスの原稿作成依頼及びその取りまとめに関すること。

(4) 授業時間割の調整に関すること。

(5) 共通教育等に対する学部等からの要望・意見への対応に関すること。

(6) その他共通教育等の企画、調整及び実施に関すること。

(組織)

第4条 委員会は、別表に掲げる委員をもって組織する。

2 前項に規定する委員は、学長が任命する。

(任期)

第5条前条第1項に規定する委員の任期は、 2年とする。だだし、再任を妨げない。

2 前項の委員に欠員が生じた場合の補欠の委員は、前任者の残任期間とする。

(委員長及び副委員長)

第6条 委員会に委員長及び副委員長を置く。

2 委員長は、次の方法により選出する。

(1) 総合科目企画委員会、琉大特色科目企画委員会及び情報関係科目企画委員会の委員長は、大学教育企

画運営委員会において選出する。

(2) 専門基礎科目企画委員会の委員長は、総括学部等の委員のうちから科目企画委員会が選出する。
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(3) 日本語・日本事情科目企画委員会の委員長は、留学生センター委員のうちから科目企画委員が選出す

る。

(4) その他の科目企画委員会の委員長は、科目提供責任学部の委員のうちから科目企画委員会が選出する。

3 副委員長は、次の方法により、科目企画委員会委員のうちから科目企画委員会が選出する。

(1) 総合科目企画委員会・琉大特色科目企画委員会及び情報関係科目企画委員会の副委員長は、委員長所

属学部以外の学部委員から選出する。

(2) 日本語・日本事情科目企画委員会の副委員長は、法文学部委員から選出する。

(3) その他の科目企画委員会の副委員長は、委員長所属学部以外の学部委員(法文学部委員を除く。)か

ら選出する。

4 委員長は、委員会を招集し、その議長となる。

5 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は欠けたときは、その職務を代行する。

(庶務)

第7条 委員会の庶務は、学生部教務課において処理する。

(補則)

第8条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関レ忠、要な事項は、委員会が別に定める。

附則

この規則は、平成8年4月1日から施行する。

附則(平成9年3月25日)

この規則は、平成9年4月1日から施行する。

附則(平成11年1月14日)

この規則は、平成11年 1月14日から施行し、平成10年4月9日から適用する。

附則(平成11年6月22日)

この規則は、平成11年6月22日から施行する。

附則(平成11年10月29日)

この規則は、平成11年11月1日から施行する。

附則(平成12年7月25日)

この規則は、平成12年7月25日から施行する。

附則(平成16年5月1日)

この規則は、平成16年5月1日から施行する。
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別表(第4条関係)

科目企画委員会名 ZラたZご 員 f薄 成

(1) 法文学部の教育委員会委員 2人

人文系科目企画委員会 (2) 法文学部の関係教員 2人

(3) 法文学部以外の学部教育委員会委員 各 1人

(1) 法文学部の教育委員会委員 2人

社会系科目企画委員会 (2) 法文学部の関係教員 2人

(3) 法文学部以外の学部教育委員会委員 各 1人

(1) 理学部の教育委員会委員 2人

自然系科目企画委員会
(2) 理学部の関係教員 2人

(3) 理学部以外の学部教育委員会委員 各 1人

(4) 熱帯生物園研究センター教員 1人

(1) 教育学部の教育委員会委員 2人

健康運動系科目企画委員会
(2) 教育学部の関係教員 1人

(3) 教育学部以外の学部教育委員会委員 各 1人

(4) 保健管理センター教員 1人

総合科目企画委員会
(1)各学部の教育委員会委員 各 1人

(2) 大学教育改善等専門委員会委員 2人

琉大特色科目企画委員会
(1) 各学部の教育委員会委員 各 1人

(2) 大学教育改善等専門委員会委員 2人

(1) 各学部の教育委員会委員 各 1人

情報関係科目企画委員会 (2) 各学部の関係教員各 1人

(3) 情報処理センター教員 1人

(1) 法文学部の教育委員会委員 2人

外国語科目企画委員会 (2) 法文学部の関係教員 2人

(3) 法文学部以外の学部教育委員会委員 各 1人

(1) 教育学部、理学部、医学部、工学部、農学部の教育委員会委員

専門基礎科目企画委員会
各1人

(2) 教育学部、理学部、医学部、工学部、農学部の関係教員 各 1人

(3) 法文学部の教育委員会委員 1人

(1) 法文学部の教育委員会委員 1人

日本語 日本事情 (2) 法文学部の関係教員 1人

科目企画委員会 (3) 法文学部以外の学部教育委員会委員 各 1人

(4) 留学生センターの教員 2人
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琉球大学大学教育改善等専門委員会規則

lr8年3月11;|
(趣旨)

第1条 この規則は、琉球大学大学教育センター規則第5条第3項の規定に基づき、琉球大学大学教育改善
等専門委員会(以下「委員会Jという。)の組織及び運営に関し、必要な事項を定める。

(審議事項)

第2条 委員会は、次の各号に掲げる事項について審議する。

(1)教育課程の改善のための調査研究に関すること。

(2) 履修モデル作成のための調査研究に関すること。

(3) 少人数教育、教授法等の教育方法の改善に関すること。

(4) 大学教育の自己点検・評価、シラパス及び学生による授業評価の企画に関すること。

(5) 留学生等の特別教育プログラムに関すること(他の委員会の所掌に係る事項を除く。)

(6) 大学教育に係る研修の実施に関すること。

(7) 大学教育に係る他大学との連携協力に関すること。

(8) 大学教育に関する調査研究とその成果の公表に関すること。

(9) その他大学教育の改善に関すること。

(組織)

第3条 委員会は、次の各号に掲げる委員をもって組織する。

(1) 大学教育センター研究開発部門長

(2) 各学部の教育委員会委員のうちから推薦された教員 各l人

(3) 大学教育に関する研究分野の教員 若干人

2 前項第2号及び第3号に規定する委員は、学長が任命する。

(任期)

第4条前条第1項第2号及び第3号に規定する委員の任期は、 2年とする。ただし、再任を妨げない。

2 前項の委員に欠員が生じた場合の補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

(委員長及び副委員長)

第5条委員会に委員長及び副委員長を置く。

2 委員長は、研究開発部門長をもって充て、副委員長は、委員長が指名する者をもって充てる。

3 委員長は委員会を招集し、その議長となる。

4 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は欠けたときは、その職務を代行する。

(会議)

第6条 委員会は、委員の過半数の出席がなければ会議を開くことができない。

(意見の聴取)

第7条委員会は、必要があると認めたときは、委員以外の者の出席を求め、意見を聞くことができる。

(庶務)

第8条 委員会の庶務は、学生部教務課において処理する。

(補則)

第9条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関レ必要な事項は、委員会が別に定める。

-88ー



附則

この規則は、平成8年4月1日から施行する。

附則(平成9年3月25日)

この規則は、平成9年4月1日から施行する。

附則(平成11年1月14日)

この規則は、平成11年1月14日から施行し、平成10年4月9日から適用する。
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琉球大学科目企画委員会委員長会議

lrw月1;|

第1 琉球大学大学教育センター(以下「センター」という。)共通教育等企画部門に、センター規則第8条

に基づき、琉球大学科目企画委員会委員長会議(以下「委員長会議」という。)を置く。

第2 委員長会議は、次の各号に掲げる事項について連絡調整する。

(1)共通教育等企画部門の業務に関すること。

(2) 共通教育等教育経費に関すること。

(3) その他共通教育等企画部門長が必要と認めたもの。

第3 委員長会議は、次の各号に掲げる委員をもって組織する。

(1) 共通教育等企画部門長

(2) 各科目企画委員会委員長

第4 委員長会議に議長を置き、共通教育等企画部門長をもって充てる。

第5 委員長会議の庶務は、学生部教務課において処理する。
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琉球大学大学教育センタ一連絡会議

lJ成町月11;|

第1琉球大学大学教育センター(以下「センター」という。)に、センタ一規則第8条に基づき、センター
連絡会議(以下「連絡会議」という。)を置く。

第2 連絡会議は、次の各号に掲げる事項について連絡調整する。

(1) センターの運営に係る原案作成に関すること。

(2) 大学教育企画運営委員会の議題に関すること。

(3) 共通教育棟の施設設備に関すること。

(4) センタ一報及びセンターニュースに関すること。

(5) その他センター長が必要と認めたもの。

第3 連絡会議の組織は、次のとおりとする。

(1) センター長

(2) 共通教育等企画部門長及び研究開発部門長

(3) 大学教育企画運営委員会副委員長

(4) 大学教育改善等専門委員会副委員長

(5) センター教官(センター規則第6条第l項第5号の職員)

(6) 教務課長

第4 センター長は、連絡会議の議長となる。

第5 連絡会議の庶務は、学生部教務課において処理する。
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